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1．カーボンニュートラル宣⾔ 
1.1 刈⾕⼯場の概要 

ブラザー⼯業株式会社の刈⾕⼯場は、⼯作機械やガーメントプリンターの開発・製造・営業および⼯業⽤ミ
シンの開発・営業を⾏っています。 

⼯作機械は、ブラザーがミシン製造を始める際にミシンの重要部品を製造するための加⼯設備として⾃社開
発（製作）したことから始まり、その後、⼯作機械として外販を⾏っています。現在では⾃動⾞や⼀般機械など
の部品加⼯の分野で幅広い業種のお客様にご利⽤いただいています。 

ガーメントプリンターはオフィス⽤プリンターで培ったインクジェット技術を転⽤し、⾐料品のデジタル印刷ニーズに
応える形でお客様の⽣産性向上と新たな価値創造に貢献しています。 
 
1.2 カーボンニュートラル宣⾔ 

ブラザーグループは、グループビジョン「At your side 2030」の中で、あり続けたい姿として「世界中の"あなた
"の⽣産性と創造性をすぐそばで⽀え、社会の発展と地球の未来に貢献する」ことを明⽰しています。これは事
業活動を通じて地球環境問題をはじめとする社会課題の解決や持続可能な社会の実現に向けて貢献してい
きたいという思いが込められています。現在、ブラザーにおいて国内最⼤の⽣産拠点である刈⾕⼯場では、カーボ
ンニュートラルに向けた取り組みとして、⾃社敷地に太陽光発電設備を設置しています。また、2024 年度から
⻑野県内のブラザー⼯業専⽤の太陽光発電所より、オフサイト PPA を通じた再⽣可能エネルギーを調達してい
ます。他にも⼯場で使⽤する電⼒を削減するため、コンプレッサーの台数制御の導⼊およびエアー配管のループ
化、エアー漏れ対策、照明の LED 化、換気ファンの最適化など幅広い取り組みを⾏っています。今後、敷地内
に更なる太陽光発電の敷設を計画しています。また、⽣産しているコンパクトマシニングセンタ SPEEDIO は、業
界トップクラスの環境性能を誇り、お客様の部品加⼯プロセスにおいての４つの無駄の削減（時間・資源・エネ
ルギー・スペース）を通じて、環境への負担を⼤幅に軽減します。⻑年にわたり、私たちは製品のライフサイクル
評価(LCA)を算出し、その結果を環境保全活動の指標としてきました。カーボンニュートラル化の取り組みは、
製品のカーボンフットプリントの低減に寄与するものと考えています。 

私たちブラザーグループは、「ブラザーグループ 環境ビジョン 2050」を基軸に、CO2 排出削減をマテリアリティと
とらえて解決に取り組むことで、持続可能な社会の実現に積極的に貢献してまいります。また、私たちは⾃社の
事業活動の枠を超えて、バリューチェーン全体と⼀体となり、地球環境への負担を最⼩限に抑えることで、すべて
の⼈々が共に豊かな未来を享受できる世界の形成に貢献します。 

 
専務執⾏役員 マシナリー事業統括 星 真 
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2．カーボンニュートラルの対象 
2.1 カーボンニュートラル宣⾔の対象 

ブラザー⼯業株式会社の刈⾕⼯場（以下、刈⾕⼯場）は、ブラザーにおいて国内最⼤の⽣産拠点で、マ
シナリー事業で重要な役割を果たしています。その刈⾕⼯場からの直接的な GHG 排出（スコープ 1）、およ
び刈⾕⼯場に供給されたエネルギーからの間接的な GHG 排出（スコープ 2）をカーボンニュートラル宣⾔の対
象とします。刈⾕⼯場からの直接的な GHG 排出、および刈⾕⼯場に供給されたエネルギーからの間接的な
GHG 排出は⼯場の操業を通じて削減に取り組み、カーボンニュートラルを実現します。 

事業活動に関係する原材料の調達、製品の使⽤・廃棄についての GHG 排出（スコープ 3 の C1、C11、
C12）は、2030 年までに排出量を 2022 年度⽐で 28.5％削減するというブラザーグループの⽬標の中で取
り組んでいるため、刈⾕⼯場におけるカーボンニュートラルの範囲に含めていません。ブラザーグループは 2050 年
までにバリューチェーン全体の CO2 排出最⼩化を⽬指し、脱炭素社会の形成に貢献します。 
 
2.2 定量化の範囲 

刈⾕⼯場における GHG 排出量の定量化は、以下の範囲で適⽤されます。 
 

表１ GHG 排出量定量化の範囲 
カテゴリー 排出源 
 1 直接的な GHG 排出 

1.1 都市ガス使⽤による直接的 GHG 排出 

1.2 
社⽤⾞の燃料消費による直接的 GHG 排出 
フォークリフトの燃料消費による直接的 GHG 排出 
芝刈り機の燃料消費による直接的 GHG 排出 

1.3 
燃焼式 VOC 処理施設からの原材料燃焼による CO2 排出 
浄化槽からの CH4,N2O 排出 

1.4 空調、チラーなどフロン機器の冷媒漏えいによる GHG 直接排出 
 2 供給されたエネルギーからの間接的な GHG 排出 

2.1 電⼒の使⽤による間接的 GHG 排出 
 
2.3 GHG 排出量算定の⽅法論 

地球温暖化に対する当社の貢献を定量化するために、国際規格の ISO 14064-1:2018 年版に準拠し
て GHG 排出量を算定します。GHG 排出量の集計範囲は刈⾕⼯場に限定されます。GHG 排出量は CO2

換算（t-CO2e）して表記します。過去の実績と⽐較する場合は、CO2 換算した GHG 排出量の絶対値を使
⽤します。 
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2.4 適合性の評価者 
第三者検証機関︓BSI グループジャパン株式会社 

 
2.5 基準年度 

基準年度の GHG 排出量をベースラインとして、GHG 排出量の削減に取り組みます。基準年度は、2022
年 4 ⽉ 1 ⽇から 2023 年 3 ⽉ 31 ⽇まで（2022 年度）です。 
 
2.6 報告期間 

本報告書におけるカーボンニュートラルの報告期間は、2024 年 4 ⽉ 1 ⽇から 2025 年 3 ⽉ 31 ⽇まで
（2024 年度）です。 

 

3．GHG 排出量の定量化 
3.1 基準年度の GHG 排出量（ベースライン） 
 

表２ 基準年度の GHG 排出量 

カテゴリー 排出源 
GHG 排出量 
（t-CO2e） 

 1 直接的な GHG 排出  
1.1 都市ガス使⽤ 1400.26 

1.2 
社⽤⾞の燃料消費 60.10 
フォークリフトの燃料消費 2.60 
芝刈り機の燃料消費 1.00 

1.3 
燃焼式 VOC 処理 85.77 
浄化槽からの CH4,N2O 排出 0.77 

1.4 フロン機器の冷媒漏えい 141.48 
カテゴリー1 の合計 1691.98 

 2 供給されたエネルギーからの間接的な GHG 排出  

2.1 
電⼒の使⽤（マーケット基準） 4434.68 
電⼒の使⽤（ロケーション基準） 5694.88 
カテゴリー1 とカテゴリー2 の合計（マーケット基準） 6126.66 
カテゴリー1 とカテゴリー2 の合計（ロケーション基準） 7386.86 

  
基準年度の GHG 排出量が⼀貫性や妥当性を損なう場合、さかのぼって再計算されます。これは例外なく

適⽤され、排出量が増加する場合、減少する場合共に適⽤されます。 
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3.2 GHG 排出源の特定と算定⽅法 
刈⾕⼯場で展開する活動/プロセスについて、GHG 排出源を特定しました。特定した GHG 排出源の GHG

排出量について有効数字は保持し、算定の過程では四捨五⼊・切り捨て・切り上げはしていません。GHG 排
出量を報告する段階で初めて、⼩数点以下 3 桁⽬を四捨五⼊しました。 

GHG の算定⽅法は、環境省の温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度 「温室効果ガス排出量算定・
報告マニュアル」を参照しています。地球温暖化係数（GWP）は気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
で⽰された 100 年間のシナリオに基づいた値を使⽤しています。排出係数は以下を使⽤しています。 

・化⽯燃料は世界平均値である GHG PROTOCOL が公開する排出係数 
・ロケーション基準の電気は、IEA Emission Factors の⽇本の排出係数 
・マーケット基準の電気は電⼒会社が公開する排出係数 
・地球温暖化係数は、IPCC 第４次評価報告書または第 5 次評価報告書で公開されている係数 
排出係数は対象年度の 4 ⽉ 1 ⽇時点で公表されている値を参照しています。 

 
3.3 GHG 排出量の除外 

主要な GHG 排出源についてはすべて GHG 排出量の算定対象に含めていますが、以下の GHG 排出源
は合計しても全体の GHG 排出量の 0.5%以下であり、また、それぞれの GHG 排出量が 0.1 t-CO2e 未満
で全体への影響が軽微であるため除外しています。 

・⾮常⽤発電機のテスト稼働におけるガソリンや軽油の使⽤ 
・エアゾール⽸の充填ガスの放出 
・芝刈り機のガソリンに添加したエンジンオイルの燃焼 
・CO2 消⽕器からの放出 

 
3.4 報告期間の GHG 排出量 

表 3 に基準年度と報告期間の GHG 排出量とその差異を⽰します。報告期間のカテゴリー1（直接的な
GHG 排出）の合計は基準年度より約 504.22 t-CO2e 減少しています。これはガスヒートポンプエアコンを更
新した効果に加え、空調機器からの冷媒漏えい量が少なかったこと、および社⽤⾞の燃料消費が減ったことが影
響しています。ただし、燃焼式 VOC 処理による CO2 排出は⽣産量が増えたことで増加しています。 

報告期間では電⼒について敷地内の太陽光発電、オフサイト PPA からの電⼒供給、および再⽣可能エネル
ギー由来の CO2 フリー電⼒のみを使⽤していますので、電⼒使⽤による実質的な CO2 の発⽣はありませんでし
たが、刈⾕⼯場で使⽤した総電⼒量（電⼒会社から購⼊した電⼒量と敷地内の太陽光発電設備で発電し
た電⼒量の合計）に換算係数を掛けて GHG 排出量を算出しています。マーケット基準は電⼒会社が公開し
た排出係数、ロケーション基準は IEA Emission Factors の⽇本の排出係数を使⽤して換算しています。報
告期間のカテゴリー２（供給されたエネルギーからの間接的 GHG 排出）は基準年度よりマーケット基準で約
1226.67 t-CO2e 増加しています。これは排出係数が⼤きく影響しています。ロケーション基準では約 13.34 
t-CO2e 増加しています。これは、ガスヒートポンプエアコンの電化による電⼒使⽤の増加や産業機器の⽣産増
加による電⼒需要増が、省エネ施策による低減よりも⼤きかったためです。 
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表３ 基準年度と報告期間の GHG 排出量と差異 

カテゴリー 排出源 
基準年度 

（t-CO2e）  
報告期間 

（t-CO2e）  
差異 

（t-CO2e）  
 1 直接的な GHG 排出    

1.1 都市ガス使⽤ 1400.26 971.52 ▲428.74 

1.2 
社⽤⾞の燃料消費 60.10 52.68 ▲7.42 
フォークリフトの燃料消費 2.60 1.84 ▲0.75 
芝刈り機の燃料消費 1.00 1.12 0.12 

1.3 
燃焼式 VOC 処理 85.77 98.02 12.25 
浄化槽からの CH4,N2O 排出 0.77 1.03 0.26 

1.4 フロン機器の冷媒漏えい 141.48 61.53 ▲79.95 
 2 間接的な GHG 排出    

2.1※ 
電⼒の使⽤（マーケット基準） 4434.68 5661.35 1226.67 
電⼒の使⽤（ロケーション基準） 5694.88 5708.22 13.34 

合計※ 
合計（マーケット基準） 6126.66 6849.11 722.45 
合計（ロケーション基準） 7386.86 6895.98 ▲490.88 

                    
表４ 刈⾕⼯場で使⽤した電⼒ 

 基準年度 報告期間 
総電⼒（MWh） 11701.01 12334.11 

総電⼒の GHG 排出量（t-CO2e） 4434.68 5661.35 
 敷地内太陽光発電（MWh） 122.65 109.81 
 オフサイト PPA 電⼒供給（MWh） 0.00 1826.02 
 CO2 フリー電⼒（MWh）※ 0.00 10398.28 

再エネ電⼒量（MWh） 122.65 12334.11 
再エネ以外の電⼒量（MWh） 11578.35 0.00 

実質 GHG 排出量（t-CO2e） 4388.20 0.00 
        ※CO2 フリー電⼒は購⼊した再⽣可能エネルギーで、証書による調達です。 

 
表５ 実質的な GHG 排出量と差異 

カテゴリー 基準年度 
（t-CO2e）   

報告期間 
（t-CO2e）   

差異 
（t-CO2e）   

1 1691.98 1187.76 ▲504.22 
2 4388.20 0.00 ▲4388.20 

合計 6080.18 1187.76 ▲4892.42 
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図１ 刈⾕⼯場の GHG 排出量 
 
3.5 不確実性 

「燃焼式 VOC 処理施設からの原材料燃焼による CO2 排出」の GHG 排出量は、⼯程で使⽤した有機溶
剤がすべて蒸発し、燃焼式 VOC 処理装置（燃焼炉）に投⼊されたと仮定しています。燃焼炉に投⼊されな
かった有機溶剤も含めてすべてが燃焼して CO2 になったとしていますので、GHG 排出量は実際よりも⼤きく⾒
積もっていると考えられます。 

「浄化槽からの CH4,N2O 排出」の排⽔量は、定期的に測定した 1 ⽇あたりの排⽔量の年間平均値に年
間⽇数をかけて算出しています。測定は平⽇に実施しています。休⽇の排⽔量は平⽇より少ないため、排⽔量
の年間平均値を⼤きく⾒積もっていると推測されます。そのため、GHG 排出量は実際よりも⼤きく算定されてい
ると考えられます。 

「空調、チラーなどフロン機器の冷媒漏えいによる GHG 直接排出」は、機器に追加充填した冷媒量から算
出しています。算定年度以外に冷媒漏えいがまたがっている可能性はありますが、その年度では最⼤量で算定
していることになります。 

GHG 排出量全体の 95%以上は確実な元データから算出していますので、不確実性の影響は⾮常に⼩さ
いと考えられます。 
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４．カーボンニュートラル管理計画 
4.1 カーボンニュートラルへの道筋 

 

図２ 刈⾕⼯場のカーボンニュートラルへの道筋 
 

刈⾕⼯場はカーボンニュートラルへの道筋に従い、GHG 排出量の削減に取り組みます。基準年度の GHG
排出量をベースラインとして、2030 年度の短期⽬標、2050 年度の⻑期⽬標を設定しました。 

 
表６ GHG 排出⽬標 

2022 年度（基準年度） 実質的な GHG 排出量 6127 t-CO2e の排出（未対策） 
2030 年度（短期⽬標） 実質的な GHG 排出量 1120 t-CO2e 以下とする 
2050 年度（⻑期⽬標） 残余 GHG 排出量のみとする（613 t-CO2e 以下を⽬指す） 

 
ブラザーグループはパリ協定に賛同し GHG 排出量を実質ゼロにする脱炭素社会形成へ貢献するため、グロ

ーバル環境⾏動計画「ブラザーグループ 環境ビジョン 2050」を策定し、2030 年度にスコープ 1、スコープ 2 を
2015 年度⽐で 65%削減することを⽬標としています。この⽬標は、温室効果ガスの排出削減⽬標達成を推
進するために設⽴された国際的なイニシアチブ「Science Based Targets initiative(SBTi)」より、科学的
根拠に基づいた⽬標（1.5°C ⽬標）として認定されています。 

刈⾕⼯場の基準年度は、「ブラザーグループ 環境ビジョン 2050」の基準年度（2015 年度）とは異なる
2022 年度に設定しています。刈⾕⼯場では 2015 年以降に敷地内で⽣産⼯場を増築したので、現在の⽣
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産⼯場の姿と同じである 2022 年度を基準年度としました。 
さらにブラザーグループは 2050 年に、あらゆる事業活動のカーボンニュートラル（ブラザーグループから排出す

る CO2 を全体としてゼロにする）とバリューチェーン全体の CO2 排出最⼩化を⽬指し、脱炭素社会の形成に貢
献しているという 2050 年ビジョンを実現するために、刈⾕⼯場は 2050 年までに残余 GHG 排出量の 613 
t-CO2e 以下まで削減します。 

 
4.2 GHG 排出量の削減計画 

刈⾕⼯場では⾃助努⼒で CO2 排出削減の最⼤化を⽬指しています。2030 年度までにエネルギー削減や
エネルギー転換により、GHG 排出量を基準年度⽐で 10%削減します。また、刈⾕⼯場専⽤の電源だけで再
⽣可能エネルギー⽐率を 20％以上に拡⼤する計画を策定しています。 

表７に⽰すような GHG 削減⽅法の中から、2030 年度までに以下の施策を重点課題として実施し、
2030 年度の⽬標である実質的な GHG 排出量︓1120 t-CO2e 以下を達成します。 

・⼈感センサーの導⼊ 
・エアー漏れ対策 
・コンプレッサーの稼働条件最適化 
・エアコンの更新と負荷率の低減 
・再⽣可能エネルギーの導⼊ 
・ガスヒートポンプエアコンの電化 
 

表７ GHG 削減⽅法 
項⽬ 実施例 

省エネルギーの施策 
・⾒える化による無駄の削減 
・⼈感センサーによる消灯 

⾼効率化によるエネルギー削減 
・⾼効率設備への更新 
・エネルギー損失の軽減 

再⽣可能エネルギーの導⼊ 
・敷地内に太陽光発電設備を増設 
・オフサイト PPA による電⼒供給 

エネルギー転換 
・GHG 発⽣源の置き換え 
・都市ガス使⽤設備の電化 

残余 GHG 排出量の相殺 ・炭素クレジットの購⼊ 
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刈⾕⼯場では、2050 年には残余 GHG 排出量のみを残し、その全量を炭素除去クレジットで相殺してカー
ボンニュートラルを達成します。将来の残余 GHG 排出源は以下を想定しています。 

・⼀部のガスヒートポンプエアコンの使⽤ 
・⼀部⾞両のガソリンや軽油の使⽤ 
・⾷堂や試験研究設備の都市ガス使⽤ 
・浄化槽からの CH4,N2O 排出 
・フロン機器からの冷媒漏えい 

 
4.3 有効性の評価と是正処置 

カーボンニュートラル管理計画が有効に運⽤されているかについて、環境担当部⾨が省エネ、創エネ、CO2 削
減の進捗を評価し、カーボンニュートラル管理計画の運⽤を監視しています。また、環境担当部⾨は気候変動
について情報収集していて、計画に⼤きく影響する新しい科学的情報や技術的、経済的または社会的状況の
変化が確認された場合は、カーボンニュートラル管理計画へ反映させます。カーボンニュートラル管理計画の⾒
直しは毎年実施します。カーボンニュートラル管理計画が短期⽬標（2030 年度⽬標）、または⻑期⽬標
（2050 年度⽬標）に対して外的・内的要因によって⼤幅な変更を伴う場合は、関係者を集めて是正対応
を話し合い、カーボンニュートラルの状態を維持するための有効な⽅策を実施します。 

 
4.4 環境と社会への悪影響を回避する⼿段 

エアコンを最新モデルに変更するとき、またはガスヒートポンプエアコンを電化するときに古い設備を廃棄するた
め、環境への悪影響が想定されます。設備の更新は耐⽤年数に達したものを優先し、取り換えた古い設備は
可能な限り資源リサイクルすることで、悪影響を最⼩限にとどめます。 

 
 

５．報告期間の GHG 排出量削減 
報告期間において、以下の省エネ施策および GHG 排出削減施策を実施しました。 
・照明間引き 
・⼈感センサー設置 
・パルスブローのエアガンへの変更 
・コンプレッサーの設定圧⼒適正化と休⽇停⽌ 
・⽣産補助設備の休⽇停⽌と動作条件⾒直し 
・エアコンのスケジュール運転 
・ガスヒートポンプエアコンの電化 
 
 



 
 

11 
 

6．未対応 GHG 排出量の相殺 
6.1 GHG 排出量相殺の原則 

刈⾕⼯場では、省エネによるエネルギー使⽤の効率化と、積極的な再エネ導⼊を進めることを最優先する⽅
針で GHG 排出削減に取り組んでいます。どうしても削減が困難な GHG 排出は、炭素クレジットを使⽤してそ
の全量を相殺しますが、その使⽤量は段階的に削減していくことを計画しています。 

ISO 14068-1:2023 年版では追加性、永続性、⼆重計上の回避など、炭素クレジットの要件が定められ
ており、刈⾕⼯場では VCS（Verified Carbon Standard）により発⾏された炭素クレジットを使⽤すること
でオフセットの透明性と信頼性を確保しています。 

刈⾕⼯場だけでなく地球全体の SDGs 達成に貢献していきたいという思いを込めて、2024 年度は⼯作機
械が⽣産、使⽤されている中国の技術由来の削減クレジットを使⽤しました。GHG 排出量削減を進め、残余
排出量のみとなった後は炭素除去クレジットのみを使⽤します。報告期間以降も炭素クレジットの使⽤は国際
ルールに沿って⾏います。 

 
6.2 炭素クレジットの詳細 

報告期間における刈⾕⼯場の GHG 排出量は、マーケット基準で 6849.11 t-CO2e でしたが、12334.11 
MWh の再⽣可能エネルギー由来の電⼒を調達したことで、実質的な未対応 GHG 排出量は 1187.76 t-
CO2e となりました。未対応の GHG 排出量について、炭素クレジットを購⼊して相殺することで、刈⾕⼯場のカ
ーボンニュートラルを達成しました。購⼊した炭素クレジット/プロジェクトは VCS によって検証されています。相当
調整については、国際的な仕組みが整い次第の対応となります。 
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図３ 炭素クレジット 
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7．独⽴検証の証明 

 


